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6.1 関係法令等の整理 

 

1. 前提 

1） 方針 

市の「既存建築物をできる限り残したい」とのご要望に沿うべく、関係法令を抽出する。 

 

2. 建築基準法・建築基準法施行令 

1）法第 3条第 2 項 「適用の除外」 

標記項より、既存不適格建築物の大前提を確認する。 

本建築物は、建築基準法制定前に建設されており、現行の建築基準法の上で「既存不適格

建築物」として扱えるか、確認が必要となる。 

 

2）法第 86条の 7 「既存の建築物に対する制限の緩和」 （出典 1 参照） 

標記条第 1項で定められた法および政令の条項（下記）は、政令で定める範囲において増

築等（増築、改築、大規模の修繕又は大規模の模様替）をする場合には適用しない。その

範囲は、令 137 条から令 137 条の 15 で、具体的に示されている。 

 

・構造耐力  ：法第 20条，令第 137条の 2 

・防火壁  ：法第 26条，令第 137条の 3  

・耐火建築物等としなければならない特殊建築物 ：法第 27条，令第 137条の 4  

・長屋又は共同住宅の各戸の界壁 ：法第 30条，令第 137条の 5 

・非常用の昇降機 ：法第 34条第 2項，令第 137 条の 6 

・壁面線による建築制限 ：法第 47条 

・用途地域等  ：法第 48条第 1項～12項，令第 137条の 7 

・卸売市場等の用途に供する特殊建築物の位置 ：法第 51条 

・容積率  ：法第 52条第 1, 2, 7項，令第 137条の 8 

・建ぺい率  ：法第 53条第 1, 2項 

・第一種，第二種低層住専における外壁の後退距離 ：法第 54条第 1項 

・第一種，第二種低層住専における建築物の高さの限度 ：法第 55条第 1項 

・建築物の各部分の高さ ：法第 56条第 1項 

・日影による中高層の建築物の高さの制限 ：法第 56条の 2第 1項 

・特例容積率適用地区内における建築物の高さの限度 ：法第 57条の 4第 1項 

・高層住居誘導地区 ：法第 57条の 5第 1項 

・高度地区  ：法第 58条 

・高度利用地区  ：法第 59条第 1, 2項，令第 137条の 9 

・特別街区  ：法第 60条第 1, 2項 
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・都市再生特別地区 ：法第 60条の 2第 1, 2項，令第 137条の 9 

・防火地域内の建築物 ：法第 61条，令第 137条の 10 

・準防火地域内の建築物 ：法第 62条第 1項，令第 137 条の 11 

・特定防災街区整備地区 ：法第 67条の 3第 1,5,6,7 項，令第 137条の 10 

・景観地区  ：法第 68条第 1, 2項 

上記以外の不適格事項については、現行規定に適合させる必要がある。 

（出典 2 参照） 

又、計画建築物は既存の用途を美術館の用途に供するものに、用途を変更することから、 

法第 27条の規定により準耐火建築物又は耐火建築物とする必要がある。 

 

3）令第 137条の 2 「構造耐力関係」 （出典 1参照） 

標記条にて、増築又は改築について、その範囲と基準が示されており、5 ケース想定され

ており、それぞれ以下に定める基準に適合する必要がある。 

① 建築物の延べ面積の 1/2 を超え、構造上一体の場合  ：第一号イ、H17国告第 566号 

② 建築物の延べ面積の 1/2 を超え、構造上分離の場合   ：第一号ロ、H17国告第 566号 

③ 建築物の延べ面積の 1/2 以内、四号建築物以外の場合 ：第二号イ、H17国告第 566号 

④ 建築物の延べ面積の 1/2 以内、四号建築物の場合     ：第二号ロ、H17国告第 566号 

⑤ 建築物の延べ面積の 1/20 以下かつ 50㎡以下の場合   ：第三号イ 

 

④は四号建築物を増改築する可能性が低い、以上より、⑤の規模の増改築とすることが望

ましい。基準は 

「・増築又は改築に係る部分が第 3 章及び第 129 条の 2 の 4 の規定並びに法第 40 条の規

定に基づく条例の構造耐力に関する制限を定めた規定に適合すること。 

・増築又は改築に係る部分以外の部分の構造耐力上の危険性が増大しないこと」である。 

 

4）令第 137条の 12 第 1 項 「大規模の修繕又は大規模の模様替」 

標記条にて、大規模の修繕又は大規模の模様替について、その範囲と基準が 

「当該建築物の構造耐力上の危険性が増大しないこれらすべての修繕又は模様替のすべ

てとする。」と示されている。 
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5）法 87 条 「用途の変更に対するこの法律の準用」 

標記条第 1項により、床面積が 100 ㎡を超える部分の用途を変更して特殊建築物にする場

合、計画通知が必要となる。 

 

6）法 37 条 「建築材料の品質」 

本建築物に使用されている材料が、同条の「建築物の…防火上…重要である政令で定める

部分に使用する木材、鋼材、コンクリートその他の建築材料として国土交通大臣が定める

もの」に当てはめられるか、材料規定を確認する必要がある。 

 

3. 通達 

1）昭和 26 年建設省住防発第 14 号 「部分により構造を異にする建築物の棟の解釈につい

て」 （出典 3,4参照） 

本既存建築物は、Ａ・Ｂ棟（煉瓦造）、Ｃ棟（煉瓦造）および連結棟の 3 棟で構成されて

いる。構造耐力上は別棟であるが、その他の規定については 1 棟扱いとなる。ただし、標

記通達に適合させる場合は、全ての規定について別棟の取り扱いが可能である。 

適用条件としては 

「・木造の部分と耐火構造の部分とが相接する境界は耐火構造の壁又は煙感知器と連動し

て自動的に閉鎖する構造の甲種防火戸とすること。 

・木造の部分とその他の木造の部分とは、延焼防止上有効に 3 メートル以上の距離を有し、

且つ、お互いに防火上有効に遮断されていること。」が挙げられる。 

ただし、この解釈によってこれらを別棟とみる場合は、 

「法第 6 条、第 24 条、第 27 条その他の規定は、勿論別棟として適用されることとなり、

特に施行令中の避難の規定の適用については、或は令第 117条の規定により適用の緩和が

起り又は第 120 条、第 129条の規定の適用が強化される等在来の取扱いと異なってくる」 

とある。 

法第 6条 建築物の建築等に関する申請及び確認 

法第 24条 木造建築物等である特殊建築物の外壁等 

法第 27条 耐火建築物等としなければならない特殊建築物 

等が適用されることとなり、法第 86条の 7で緩和された法第 27 条を適用し、 

用途が美術館で床面積の合計が 2,000 ㎡を超える建築物は準耐火建築物以上が必要とな

る。 

Ｂ棟屋根の木造小屋組を残すこと等を考慮すると、ロ準耐第 1 号（外壁耐火）が想定され

る。 

 

その他、弘前市の標記通達の運用指針においても準拠する必要があり、以下の取り扱い等

がある。 
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「・各棟単独で建築基準法関係規定に適合することの他に、各棟が建築物として独立する

ものでなければならない。」として、各棟単独の屋外への出入口設置、各棟の接続部分の

ＥＸＰ.Ｊ設置等についても、準拠する必要がある。 

「・耐火構造の部分は、耐火建築物に該当するものとすること」と取り扱っているため、

耐火構造とする範囲の部分は、耐火建築物とする必要がある。 

 

4. バリアフリー法 

1）バリアフリー法（高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律） 

用途が美術館の場合、特別特定建築物に該当する。同用途で 2,000㎡を超えるため、標記

法の建築物移動等円滑化基準への適合義務が生じる。結果、階段、スロープ、エレベータ

ー等の設置が必要となる。 

 

5. その他 

1）その他の関連法規・条例 

・消防法他建築基準関係規定 

・省エネ法 （エネルギーの使用の合理化等に関する法律） 

・博物館法 

・興業場法 

・青森県福祉のまちづくり条例 

・青森県景観条例・施行規則 

・駐車場附置義務条例 

等が挙げられる。 

 

6. 参考事例 

1）旧本庄商業銀行煉瓦倉庫 （出典 5参照） 

標記物件は、埼玉県本庄市の銀行倉庫、煉瓦造、地上 2 階、建設年は 1896年（明治 29 年）

である。用途変更と大規模修繕の 2 点で確認申請を行っている。 

・用途変更 ：物販店舗（洋菓子店） → 展示場（市民の施設） 

・大規模修繕：令 137 条の 12 より、構造耐力上の危険性が増大しない修繕を実現 
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出典 

1.2015年版 建築物の構造関係技術基準解説書（監修 国土交通省国土技術政策総合研究所他） 

2.既存不適格・用途変更遡及緩和条文リスト（東京建築士会法規委員会） 

3.部分により構造を異にする建築物の棟の解釈について（建設省住宅局建築防災課長） 

4.【別棟扱い（昭和 26年建設省住防発第 14 号）】（弘前市） 

5.日経アーキテクチュア 2015-11-10 号（日経 BP社） 

 

以上 
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